
  

五   労働条件
(一)   労働時間及び労働日数

一 総労働時間(労務者一人当りの月間総労働時間数)の年間推移につき毎月勤労統計にょつてその大体の傾向を
みれば,工業においては二二年以降と同様微増の傾向を持続したのに対し,鉱業にあつては工業とは逆に僅かでは
あるが減少の傾向を示した。しかし,いずれにしてもその変化は軽微であり,特に重要な意義は認められない。

二 すなわち,工業においては二二年を一〇〇として二三年一〇〇・四,二四年一〇〇・八となつており,特殊な月
である一月を除けば,最高九月の一〇二・四から最低五月の九七・〇の間を上下している。しかし,その変動の巾
は前年の八・三%(最高六月の一〇五・五,最低三月の九七・四)に比すれば五・六%と縮少している。鉱業にあつ
ては二二年を一〇〇として二三年九・一,二四年九八・六となつている。

三 これをさらに一日平均労働時間及び労働日数にわけてその動きみると,その間には互に相反する傾向がみられ
る。すなわち,工業の労働日数については昭和二二年平均を一〇〇とし,二三年一〇二・二,二四年一〇三・一と依
然として増加の傾向にあり,とれに対して労働時間は同一基準に対して二三年九八・八,二四年九七・五と減少の
傾向を辿つている。

第三一表 総労働時間指数年平均の推移

昭和24年 労働経済の分析



四 一方鉱業にあつては労働日数,労働時間とも工業とは逆の傾向を示しており,労働日数は減少,労働時間は増加
している。すなわち,前者は二三二年を一〇〇として, 二三年九九・六,二四年九七・五,後者は二二三年一〇〇・
〇,二四年一〇一・三となつている。この中労働日数の減少については,五月の炭労ストが大きく影響しているも
のと思われる。

五 つぎに,これをさらに産業別にみれば,労働日数については食料品工業の二四・五日を最高,製材木製品工業の
二三・一日を最低とし,平均二三・四日となつている。

これを前年に比較すれば,食料品工業六・五%印刷製本業二・六%,窯業土石工業二・一%の増大がとくに目立つ
ている。

六 時間については,最高印刷製本業八・五時間,最低化学工業七・五時間,千均七・八時間であり,前年と比較して
大した変動はみられない。

七 全体として労働日数,労働時間とも,その産業間のひらきは次第に縮少の傾向にあり,その最高,最低の格差は労
働日数では二三年の一・八日から二四年の一・四日へ,労働時間は一・二時間から一・○時間へとおのおのその
巾を縮めている。

第三二表 労働時間及び労働日数の推移
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第三三表 産業中分類別労働時間及び労働日数の推移
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第三四表 産業別災害発生状況の推移

  

昭和24年 労働経済の分析



(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和24年 労働経済の分析



  

五   労働条件
(二)   労働災害

八 労働災害は前年に引続き,更に全般的に増加の傾向を辿つた。すなわち,部分的な調査ではあるが,産業
安全研究所の資料による工業における労働災害の趨勢をみると,二二年を一〇〇として,二三年一二一・五,
二四年一三五・一と増加している。乙の傾向は石炭鉱業,運輸業においても同様に看取され,石炭鉱業では
同じく二二年(一〇〇)に対し二三年一四四・三,二四年二〇三・四,運輸業では一一六・五,一二二・一とな
つている。

九 しかしこれを死傷別にみると,死亡は傷害に較べて相対的に減少の傾向がみられ,労働災害がもつぱら傷
害の増加によつてもたらされていることが看取される。

第三五表 死傷別1,000人別当り災害率指数

一〇 これらの災害増加の原因は,労災保険の普及による申請増加の傾向も一部にはみうけられ,更に安全作
業規律の確立が徹底していないことも指摘されるが,主として各企業が従来の老朽化した機械設備や,不適
切な作業環境の下において,もつぱら操業度の引上げ,労働能率の向上を図ろうとした結果と推定される。
従つて製材木製品等の一部不振産業を除き一般に企業整備による人員整理が行われた三,四月以降の増加
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傾向が注目される。

一一 これを製造工業における労働者死傷報告による原因別にみても,二三年平均に比較し二四年上半期は
作業行動災害のみが一六・五%増大,その他はすべて減少している。石炭鉱業においては落盤・爆発・出
水等よりも「その他」が増大し,運輸業においても作業未熟・自己の不注意に基くものがとくに多い点が
注目される。

第三六表 製造工業における労働者死傷原因別災害発生状況
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第三七表 石炭鉱業における事由災害調別

第四図 組織別労働組合員数
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